
証券コード　8518
平成27年６月５日

株 主 各 位
東京都千代田区神田錦町三丁目11番地
日 本 ア ジ ア 投 資 株 式 会 社
代表取締役 細 窪 　 政

第34期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第34期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くだ
さいますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面又はインターネット等によって議決権を
行使することができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討の上、
同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、平成27年６月24日（水曜日）
午後５時20分までに到着するようご送付いただくか、当社の指定する議決権行使サ
イト（http://www.evote.jp/）より議決権をご行使いただきますようお願い申し
上げます。

敬　具
記

１．日 時 平成27年６月25日(木曜日）午前10時（受付開始　午前９時）
２．場 所 東京都千代田区九段北１－８－１０

住友不動産九段ビル３階　ベルサール九段
（末尾の会場ご案内図をご参照ください｡）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第34期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）事

業報告、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会
の連結計算書類監査結果報告の件

２．第34期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）計
算書類の内容報告の件

決 議 事 項
第１号議案 株式併合の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役（監査等委員であるものを除く。）２名選任の件
第４号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
第５号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
第６号議案 取締役（監査等委員であるものを除く。）の報酬等の額設定の

件、及び、取締役（監査等委員であるものを除く。）に対する
株式報酬型ストック・オプションとしての新株予約権の内容に
関する承認の件

第７号議案 監査等委員である取締役の報酬等の額設定の件
４．招集にあたっての決定事項
　　３頁及び４頁の議決権の行使等についてのご案内をご参照ください。

以　上

◎　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申し上げます。

◎　次の事項につきましては、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、インター
ネット上の当社ウェブサイト（http://www.jaic-vc.co.jp/）に掲載しており
ますので、本株主総会招集ご通知添付書類には記載しておりません。
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　　①連結計算書類の連結注記表
　　②計算書類の個別注記表
　　なお、上記の当社ウェブサイトに掲載している連結注記表及び個別注記表は、

本株主総会招集ご通知添付書類に記載の各書類と合わせて、会計監査人及び監
査役が監査した連結計算書類及び計算書類の一部であります。

◎　事業報告、連結計算書類及び計算書類並びに株主総会参考書類の記載事項を修
正する必要が生じた場合は、修正後の事項をインターネット上の当社ウェブサ
イト（http://www.jaic-vc.co.jp/）に掲載いたしますのでご了承ください。
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議決権行使等についてのご案内
議決権は、以下の3つの方法により行使いただくことができます。

株主総会にご出席される場合
同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。
(ご捺印は不要です。)

日 時 平成27年６月25日（木曜日）
午前10時（受付開始：午前９時）

場 所 住友不動産九段ビル３階　ベルサール九段
(末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください｡)

郵送で議決権を行使される場合
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、切手を貼
らずにご投函ください。

行使期限 平成27年６月24日（水曜日）
午後５時20分　到着分まで

インターネットで議決権を行使される場合
パソコン、スマートフォン又は携帯電話から議決権行使サイト
（http://www.evote.jp/）にアクセスし、同封の議決権行使書用紙に
記載された「ログインID」及び「仮パスワード」をご入力いただき、
画面の案内に従って賛否をご入力ください。詳細は次頁をご参照くだ
さい。

行使期限 平成27年６月24日（水曜日）午後５時20分まで

① 株主様以外の方による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行使内容の改ざ
んを防止するため、ご利用の株主様には、議決権行使サイト上で「仮パスワー
ド」の変更をお願いすることとなりますのでご了承ください。

② 株主総会の招集の都度、新しい「ログインID」及び「仮パスワード」をご通
知いたします。

③ 議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料
金・電話料金等）は株主様のご負担となります。また、携帯電話をご利用の場
合は、パケット通信料その他携帯電話利用による料金が必要になりますが、こ
れらの料金も株主様のご負担となります。
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＜インターネット等による議決権行使のお手続きについて＞
　インターネット等により議決権を行使される場合は、下記事項をご確認の上、行使していた
だきますようお願い申し上げます。
　当日ご出席の場合は、郵送（議決権行使書）又はインターネット等による議決権行使のお手
続きはいずれも不要です。

記
（１）議決権行使サイトについて

①インターネットによる議決権行使は、パソコン、スマートフォン又は携帯電話（ⅰモード、
E Z w e b 、 Y a h o o ! ケ ー タ イ ） ※ か ら 、 当 社 の 指 定 す る 議 決 権 行 使 サ イ ト
（http://www.evote.jp/）にアクセスしていただくことによってのみ実施可能です。（ただ
し、毎日午前２時から午前５時までは取り扱いを休止します。）
※「ⅰモード」は㈱NTTドコモ、「EZweb」はKDDI㈱、「Yahoo!」は米国Yahoo! Inc.
の商標又は登録商標です。
②パソコン又はスマートフォンによる議決権行使は、インターネット接続にファイアーウォ
ール等を使用されている場合、アンチウイルスソフトを設定されている場合、proxyサーバ
ーをご利用の場合等、株主様のインターネット利用環境によっては、ご利用できない場合も
ございます。
③携帯電話による議決権行使は、ⅰモード、EZweb、Yahoo!ケータイのいずれかのサービ
スをご利用ください。また、セキュリティ確保のため、暗号化通信（SSL通信）及び携帯電話
情報の送信が不可能な機種には対応しておりません。
④インターネットによる議決権行使は、平成27年６月24日（水曜日）の午後５時20分まで受
け付けいたしますが、お早めに行使していただき、ご不明な点等がございましたらヘルプデ
スクへお問い合わせください。

（２）インターネットによる議決権行使方法について
①議決権行使サイト（http://www.evote.jp/）において、議決権行使書用紙に記載された
「ログインID」及び「仮パスワード」をご利用いただき、画面の案内に従って賛否をご入力
ください。
②株主様以外の第三者による不正アクセス（ “なりすまし” ）や議決権行使内容の改ざんを防
止するため、ご利用の株主様には、議決権行使サイト上で「仮パスワード」の変更をお願い
することになりますのでご了承ください。
③株主総会の招集の都度、新しい「ログインID」及び「仮パスワード」をご通知いたします。

（３）複数回にわたり行使された場合の議決権の取り扱い
①郵送とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネットによる
議決権行使の内容を有効として取り扱わせていただきますのでご了承ください。
②インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された内容
を有効とさせていただきます。またパソコン又はスマートフォンと携帯電話で重複して議決
権を行使された場合も、最後に行使された内容を有効とさせていただきます。

（４）議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用について
　議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金・電話料
金等）は、株主様のご負担となります。また、携帯電話をご利用の場合は、パケット通信料・
その他携帯電話利用による料金が必要になりますが、これらの料金も株主様のご負担となり
ます。

（５）議決権電子行使プラットフォームについてのご案内
　　　管理信託銀行等の名義株主様（常任代理人様を含みます。）につきましては、株式会社東
　　京証券取引所等により設立された合弁会社株式会社ICJが運営する議決権電子行使プラット
　　フォームのご利用を事前に申し込まれた場合には、当社株主総会における電磁的方法による
　　議決権行使の方法として、上記のインターネットによる議決権行使以外に、当該プラットフ
　　ォームをご利用いただくことができます。

以　上
システム等に関するお問い合わせ

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部（ヘルプデスク）
電話　0120-173-027（受付時間　9:00～21:00、通話料無料）
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（添付書類）

第34期　事業報告
(平成26年 4 月 1 日から

平成27年 3 月31日まで)
１．企業集団の現況

⑴　当事業年度の事業の状況
①　事業の経過及び成果

　当連結会計年度（平成26年４月１日～平成27年３月31日）の日本経済は、
消費税増税等の影響により個人消費が落ち込む一方、賃金増加等に伴う消費
回復期待もあり、景気先行きへの見解は強弱が交錯しています。
　また、アジア各国においては、経済成長鈍化の懸念や政治的な緊張感が高
まりつつも、株式市況は上昇に転じました。
　このような環境のもと、当連結会計年度における当社グループの事業の経
過及び成果は下記のようになりました。

イ．ファンドの状況
　当連結会計年度において、新規設立又は運用資産が増加したファンドはあ
りませんでした。当連結会計年度末における当社グループが管理、運用又は
投資情報の提供を行っているファンドの運用残高は、清算したファンドの影
響等により前連結会計年度末から減少し、21ファンド、43,897百万円（前連
結会計年度末28ファンド、50,888百万円）となりました。
　投資事業組合等運営報酬については、前連結会計年度に比しファンド運用
残高の減少に伴い管理運営報酬等が減少したことや成功報酬が減少したため
370百万円（前連結会計年度比 22.7％減）となりました。
　新規の組成については、日本の中堅・中小企業を支援するファンドや、海
外投資家との協業によるファンド等、複数の企画に取り組み早期実現を目指
しており、ファンド出資者候補である国内金融機関や、海外投資家との交渉
を行っております。

ロ．投資実行の状況
　当社は、日本とアジアに跨る総合的投資会社として、両地域において成長
企業に投資をしております。投資対象とする業種は、環境・再生可能エネル
ギー、医療・介護、サービス、ICT（情報通信技術）、バイオ・ライフサイ
エンス等多岐にわたります。環境・再生可能エネルギー分野では、当社が行
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うメガソーラー投資事業とのシナジー効果も期待して取り組みを進めており
ます。
　当連結会計年度は、国内の投資体制を強化し積極的に投資を行ったことや、
メガソーラー投資事業の新規プロジェクトが立ち上がったことから、日本国
内向けの投資実行額は前連結会計年度に比し増加致しました。一方、中華圏
では、前連結会計年度中に投資組入れ期間が終了したファンドがあったこと
などから、前連結会計年度に比し投資実行額が減少しました。その結果、国
内外全体では、グループの自己勘定及び当社グループが管理運営するファン
ドからの投資実行額は、26社、2,728百万円（前連結会計年度比34.9％減）
となりました。 また、当社グループの自己勘定及び当社グループが管理運営
するファンドの投資残高については、投資回収が進捗したことなどから前連
結会計年度末から減少し、当連結会計年度末において249社、19,722百万円
（前連結会計年度末 284社、25,862百万円）となりました。
　メガソーラー投資事業については、当連結会計年度中に４件の発電所の建
設を開始し、その後も、平成27年4月末までにさらに1件の発電所建設を開始
しました。また、1件のプロジェクトにおいて、一部で売電を開始しました。
今後も、メガソーラー関連事業を営む他社との協業を進め、全国各地でメガ
ソーラーを中心とした再生可能エネルギーの発電所プロジェクトを手掛ける
べく、優良な案件の発掘に注力してまいります。

ハ．投資損益の状況
　当連結会計年度において当社グループの投資先企業の中からIPO（新規上
場）を果たした企業は、上場企業との株式交換（国内２社）を含め、国内４
社、海外１社、合計５社（前連結会計年度　国内４社、海外４社、合計８社）
と前連結会計年度に比し減少致しました。
　一方で、株式会社ヘルシーサービスを始めとして国内未上場の投資先の売
却を実現したほか、既に上場済みの投資先の株式売却を進め一定の実現キャ
ピタルゲインを計上致しました。しかしながら、当連結会計年度においては
大型IPOがなかったため、営業投資有価証券の売却高は6,219百万円（前連
結会計年度比13.3%減）、売却益である実現キャピタルゲインは3,254百万
円（前連結会計年度比10.5%減）と前連結会計年度と比較して減少しました。
　評価損・引当金については、平成26年５月に重要な投資先である株式会社
白元が東京地方裁判所に民事再生手続開始の申立てを行ったことに伴い評価
損839百万円を計上したことなどから、当連結会計年度の営業投資有価証券
評価損は、1,112百万円（前連結会計年度比545.4％増）と前連結会計年度に
比し大幅に増加致しました。一方、投資損失引当金繰入額は681百万円（前
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連結会計年度比64.5％減）となり、評価損と投資損失引当金繰入額の合計額
では、1,794百万円（前連結会計年度比14.3％減）と前連結会計年度に比し
減少しております。
　以上の結果、実現キャピタルゲインから営業投資有価証券評価損及び投資
損失引当金繰入額を差し引いた後の投資利益は1,460百万円（前連結会計年
度比5.3％減）となり、前連結会計年度から若干の減少に留まりました。

ニ．販売費及び一般管理費、特別損益等の状況
　継続的なコスト削減策の実施により、販売費及び一般管理費は1,368百万
円（前連結会計年度比10.7％減）となりました。
　特別損益の主な内訳は、当社が政策目的で保有する投資有価証券のうちそ
の純資産価額が著しく低下したものが発生したため、投資有価証券評価損
213百万円を特別損失に計上しました。
　少数株主利益については、主に、連結子会社に該当するファンドの損益の
うち、少数株主に該当する当社グループ以外のファンド出資者に帰属する部
分が計上されています。当連結会計年度においては、当社グループ以外のフ
ァンド出資者の存在する連結子会社に該当するファンドからの利益が増加し
たため、880百万円（前連結会計年度比164.3％増）となりました。

　上記の結果、営業収益は6,935百万円（前連結会計年度比18.0％減）、営
業利益533百万円（前連結会計年度比 54.5％減）、経常利益389百万円（前
連結会計年度比37.0％減）、当期純損失731百万円（前連結会計年度当期純
利益 269百万円）となりました。 当期純損失となったため、当連結会計年度
におきましては、誠に遺憾ながら無配とさせていただく所存です。

ホ．借入金の状況
　借入金は、当連結会計年度中に3,816百万円を返済し着実にその残高を圧
縮しております。加えて、平成27年4月末には1,733百万円の追加返済を実施
致しました。
　なお、当社グループは、平成27年3月31日現在の借入金残高のうち20,193
百万円（うち長期借入金17,745百万円、短期借入金2,448百万円）について、
全取引金融機関から返済条件の変更等を主としたリスケジュールを頂いてお
り、これらの借入金については財務制限条項が付されておりました。 当該返
済計画の期限が平成27年4月末に到来するにあたり、当社は再び全取引金融
機関55社と協議を行い、平成27年5月1日から平成28年7月29日までの新た
な返済計画について同意を頂くことが出来ました。
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　新たな返済計画においては、これまでと同様に最低返済額を定めています
が、従来よりも融資期間を短縮する一方で、財務制限条項を付さない条件と
しております。

②　設備投資の状況
　特記すべき事項はありません。

③　資金調達の状況
　メガソーラー投資事業向けの資金を調達するため、平成26年12月にバーク

レイズ・バンク・ピーエルシーを割当先として行使価額修正条項付新株予
約権を発行致しました。その後、平成27年4月末までに新株予約権総数の
61.8％が行使され、合計で1,006百万円を調達しております。

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　特記すべき事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況
　特記すべき事項はありません。

⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の
状況

　特記すべき事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　平成26年6月に政投銀日亜投資諮詢（北京）有限公司の当社保有株式すべ

てを売却致しました。
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⑵　直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分 第　31　期
(平成24年3月期)

第　32　期
(平成25年3月期)

第　33　期
(平成26年3月期)

第　34　期
(当連結会計年度)
(平成27年3月期)

営 業 収 益 6,860百万円 4,766百万円 8,461百万円 6,935百万円
経 常 利 益 又 は 経 常 損 失(△) △3,111百万円 △2,816百万円 617百万円 389百万円
当期純利益又は当期純損失(△) △3,078百万円 △2,744百万円 269百万円 △731百万円
１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失(△) △26.12円 △23.28円 2.28円 △6.16円

総 資 産 41,094百万円 36,044百万円 32,953百万円 30,674百万円
純 資 産 10,063百万円 8,646百万円 7,137百万円 8,047百万円
１ 株 当 た り 純 資 産 12.08円 7.85円 17.45円 23.35円

（注）１．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失は、期中平均発行済株
式数（自己株式控除後）により計算しております。

２.  第32期より、当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、平成
24年４月１日以後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税
法に基づく減価償却の方法に変更しております。これに伴う、経常利益
又は経常損失、及び、当期純利益又は当期純損失に与える影響は軽微で
あります。
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⑶　重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況（平成27年３月31日現在）
会 社 名 資 本 金 議決権比率 主な事業内容

ジ ャ イ ク 事 務 サ ー ビ ス 株 式 会 社 10百万円 100％ 当社グループが業務執行を行
う投資事業組合等の管理事務

J A I Cシ ー ド キ ャ ピ タ ル 株 式 会 社 40百万円 100％
シード投資に特化した投資事
業及び投資先企業に対する経
営支援活動

J A I C  A S I A  H O L D I N G S  P T E . L T D . 22百万ｼﾝｶﾞﾎﾟ
ｰﾙﾄﾞﾙ 100％ 東南アジア地域における関連

会社の統括

JAIC INTERNATIONAL (HONG KONG) CO.,LTD. 0百万米ドル 100％
当社グループへの投資情報の
提供及び投資先企業に対する
経営支援活動

日 亜 投 資 諮 詢 （ 上 海 ）
有 限 公 司
（ J A P A N  A S I A  I N V E S T M E N T
(CHINA) CO.,LTD.）

3百万米ドル 100％
当社グループへの投資情報の
提供及び投資先企業に対する
経営支援活動

蘇州日亜創業投資管理有限公司 1百万中国
人民元 100％ 当社グループの出資するファ

ンドの管理運営

瀋陽日亜創業投資管理有限公司 1百万中国
人民元 100％ 当社グループの出資するファ

ンドの管理運営

日 亜 （ 天 津 ） 創 業 投 資 管 理 有 限 公 司 2百万中国
人民元 70％ 当社グループの出資するファ

ンドの管理運営

投資事業組合等19ファンド － － 投資業務

（注）１．投資事業組合等につきましては、「投資事業組合に対する支配力基準及
び影響力基準の適用に関する実務上の取扱い」（企業会計基準委員会平
成18年９月８日公表　実務対応報告第20号）の適用に伴い、連結子会社
となっております。

（注）２．資本金や純資産が一定額以上の子会社、及び、人員が駐在する子会社を、
重要な子会社として記載しております。
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⑷　対処すべき課題
　当社グループは、今後の中長期的な経営戦略及び対処すべき課題について以
下のように考えております。

①　中長期的な会社の経営戦略
イ．日本と中華圏での実績積み上げ

　当社は、日本とアジアに跨る総合的投資会社として、両地域において成長
企業に投資をしてまいります。アジアの中では中国を重点地域と位置付け、
中華圏の企業に集中して投資をしてまいります。 投資対象とする業種は、
環境・再生可能エネルギー、医療・介護、サービス、ICT（情報通信技術）、
バイオ・ライフサイエンス等多岐にわたります。環境・再生可能エネルギー
分野では、当社が行うメガソーラー投資事業とのシナジー効果も期待して取
り組みを進めてまいります。
　加えて、インカムゲイン志向型の投資事業を経営のもう一つの柱に育てる
べく、メガソーラーを始めとする再生可能エネルギー事業への投資を拡大し
てまいります。

ロ．パートナー戦略の強化
　国内外の事業パートナーとの関係をさらに強化し、投資先の提携候補先の
相互紹介や新ファンドの設立、並びに、新規投資候補先の発掘強化に繋げて
まいります。また、新たなパートナーの開拓にも積極的に取り組んでまいり
ます。特に中国事業については当社の海外戦略の核をなすものと考え、中長
期的な視点から現地パートナーとの関係構築・強化に取り組んでまいりま
す。

②　当社グループの対処すべき課題
イ．国内及び中華圏における新規ファンドの設立及び新規投資実行の推進

　投資注力分野において有望な企業を厳選して新規投資を推進し、また、そ
の投資実績をもって当社の投資開拓能力をファンドの投資家にアピールす
ることで、新規ファンドの組成に繋げてまいります。 具体的には、日本国
内においては、成長ステージにあるベンチャー企業を主な投資対象とするフ
ァンドの設立を目指し、既にターゲットとなる有望な企業への投資を進めて
います。
　また、中華圏においては、新規ファンド設立に向けた取り組みとして、現
在中国瀋陽市で運営中のファンドの投資組入れを推進するとともに、中国全
域での投資を想定した将来のファンド設立に向けて、広域にわたり有望な企
業への投資をさらに強化いたします。
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ロ．メガソーラー投資事業における投資資産の積上げ
　安定収益拡大のために推進しているインカムゲイン志向型の投資事業で
は、その中でも、既に実績のあるメガソーラープロジェクトへの投資に注力
いたします。メガソーラー発電所の建設等にかかる資金は、85％程度を金
融機関からのプロジェクトファイナンスによる資金で調達し、残りの必要資
金を当社やパートナー企業が投資いたします。

ハ．投資先企業に対する経営支援の強化
　経営支援を通じて投資先企業の企業価値を高め、既存投資資産からのキャ
ピタルゲインの最大化に努めます。
　具体的には、投資先企業が新規上場を早期実現できるよう、コンサルティ
ング会社や主幹事証券の紹介や資本政策のアドバイスなどを行います。ま
た、投資先企業の事業拡大に向けた支援として、借入金調達のためのコンサ
ルティング会社や販売候補先の紹介、資本業務提携交渉の支援、M&Aや提
携ニーズへの対応などを行います。加えて、海外事業展開を志向する投資先
企業には、現地視察の提案や訪日海外企業との面談設定などを行います。

⑸　主要な事業内容（平成27年３月31日現在）
　日本とアジアに跨る総合的な投資会社として、日本を含むアジア地域におけ
るベンチャー企業や中堅・中小企業等を中心とした成長力豊かな企業へ投資し、
育成・支援を通じて投資先企業の企業価値を高め、当該投資資産の売却による
キャピタルゲインや当該投資資産からのインカムゲインを得ることを目的とし
て、投資及び投資事業組合等ファンドの管理運営を主な業務としております。
また、投資業務に付随する情報提供及びコンサルティング業務等を行っており
ます。
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⑹　主要な営業所（平成27年３月31日現在）
当社本社 東京都千代田区神田錦町三丁目11番地
国内拠点 当社

西日本オフィス（大阪府大阪市）
ジャイク事務サービス株式会社（東京都千代田区）
JAICシードキャピタル株式会社（東京都千代田区）

海外拠点 台北支店(台湾)
JAIC INTERNATIONAL (HONG KONG) CO., LTD. (香港)
日亜投資諮詢（上海）有限公司（中国上海市）
（JAPAN ASIA INVESTMENT（CHINA）CO.,LTD.）
蘇州日亜創業投資管理有限公司（中国蘇州市）
日亜（天津）創業投資管理有限公司（中国天津市）
瀋陽日亜創業投資管理有限公司（中国瀋陽市）

（注１） 休眠中の海外拠点は記載しておりません。
（注２） 平成27年５月に台北支店の閉鎖手続を開始しております。
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⑺　使用人の状況（平成27年３月31日現在）
①　企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減
45名 1名減

（注）使用人数は就業員数であります。

②　当社の使用人の状況
使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

25名 ２名増 45.3歳 ９年６ヶ月
（注）１．使用人数は就業員数であります。

２．上記以外に他会社への出向社員が８名おります。

⑻　主要な借入先の状況（平成27年3月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 菱 東 京 U F J 銀 行 4,064百万円

農 林 中 央 金 庫 1,176百万円

信 金 中 央 金 庫 1,038百万円
First Eastern Asia Holdings
Limited 956百万円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 933百万円

⑼　その他企業集団の現況に関する重要な事項
特記すべき事項はありません。
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２．会社の現況
⑴　株式の状況（平成27年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 375,362,000株
②　発行済株式の総数 128,751,475株

　　　(注)行使価額修正条項付新株予約権の行使により、発行済株式の総数は
8,758,000株増加しております。

③　株主数 10,372名
④　主な株主の状況（上位10名）

株主名 持株数 持株比率

株式会社SBI証券 4,361千株 3.44％

日本証券金融株式会社 3,051千株 2.40％

BANK JULIUS BAER AND 
CO. LTD. SINGAPORE 
CLIENTS

3,000千株 2.36％

KGI ASIA LIMITED-CLIENT 
ACCOUNT 2,000千株 1.57％

松井証券株式会社 1,983千株 1.56％

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 1,800千株 1.42％

マネックス証券株式会社 1,799千株 1.42％

楽天証券株式会社 1,756千株 1.38％

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社（信託口５） 1,394千株 1.10％

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社（信託口２） 1,389千株 1.09％

(注)　１．持株比率は、自己株式（2,098,630株）を控除して算出しております。
　　　２．当社の自己株式は、上記表に含めておりません。
　　　３．上記表の株主名の表記は、総株主通知に基づき記載しております。
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⑵　新株予約権等の状況
①　当該事業年度末日における新株予約権等の状況

2010年７月新株予約権
（平成22年７月21日発行）

発行決議日 平成22年７月５日
新株予約権の数 18個

新株予約権の目的となる株式の種類と数 普通株式18,000株
（新株予約権1個につき1,000株）

新株予約権の払込金額 新株予約権と引換えに払い込みは要しな
い。

新株予約権の行使に際して出資される財
産の価額

新株予約権1個当たり　58,000円
（1株当たり58円）

新株予約権の行使に際して株式を発行す
る場合における増加する資本金及び資本
準備金に関する事項

１株当たりの発行価格　58円
１株当たりの資本組入額　29円

（注）

権利行使期間 平成24年７月22日から
平成27年７月21日まで

新株予約権の主な行使条件

①新株予約権の割り当てを受けた者(以下
「新株予約権者」という。)が死亡した場合
は、新株予約権者の法定相続人のうち1名
（以下「権利承継者」という。)に限り、新
株予約権を承継することができる。なお、
権利承継者につき相続が開始された場合、
その相続人は新株予約権を相続することが
できない。
②次の各号に該当する場合、新株予約権者
は新株予約権者としての地位を喪失し、新
株予約権を行使することはできないものと
する。
⒜新株予約権者が、当社の取締役、監査役

もしくは従業員のいずれでもなくなっ
た場合。ただし、当社を任期満了により
退任した場合、又は定年退職その他正当
な理由がある場合はこの限りではな
い。

⒝新株予約権者が、禁固以上の刑に処せら
れた場合。

③その他の条件については、株主総会及び
取締役会決議に基づき、当社と新株予約権
の割当てを受けた者との間で締結する新株
予約権割当契約に定めるところによるもの
とする。

（注）上記の「1株当たりの資本組入額」は上表に記載の株式の1株当たりの発行価格58
円に0.5を乗じた額（円未満切り上げ）を記載しております。なお、当該発行価格58円
と1株当たりの新株予約権の帳簿価額33円の合計額に0.5を乗じて算出（円未満切り上
げ）した資本組入額は46円となります。
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2011年７月新株予約権
（インセンティブ型ストック・オプション）

（平成23年７月11日発行）
発行決議日 平成23年６月24日
新株予約権の数 70個

新株予約権の目的となる株式の種類と数 普通株式70,000株
（新株予約権1個につき1,000株）

新株予約権の払込金額 新株予約権と引換えに払い込みは要しな
い。

新株予約権の行使に際して出資される財
産の価額

新株予約権1個当たり　91,000円
（1株当たり91円）

新株予約権の行使に際して株式を発行す
る場合における増加する資本金及び資本
準備金に関する事項

１株当たりの発行価格　91円
１株当たりの資本組入額　46円

（注）

権利行使期間 平成25年７月12日から
平成28年７月11日まで

新株予約権の主な行使条件 2010年７月新株予約権と同一

（注）上記の「1株当たりの資本組入額」は上表に記載の株式の1株当たりの発行価格91
円に0.5を乗じた額（円未満切り上げ）を記載しております。なお、当該発行価格91円
と1株当たりの新株予約権の帳簿価額55円の合計額に0.5を乗じて算出（円未満切り上
げ）した資本組入額は73円となります。

2014年３月新株予約権
（株式報酬型ストック・オプション）

（平成26年３月11日発行）
発行決議日 平成26年２月24日
新株予約権の数 179個

新株予約権の目的となる株式の種類と数 普通株式179,000株
（新株予約権1個につき1,000株）

新株予約権の払込金額 新株予約権と引換えに払い込みは要しな
い。

新株予約権の行使に際して出資される財
産の価額

新株予約権1個当たり　1,000円
（1株当たり1円）

新株予約権の行使に際して株式を発行す
る場合における増加する資本金及び資本
準備金に関する事項

１株当たりの発行価格　１円
１株当たりの資本組入額　１円

（注）

権利行使期間 平成26年３月12日から
平成56年３月11日まで

新株予約権の主な行使条件

①新株予約権の割り当てを受けた者（以下
「新株予約権者」という。）は、当社の取
締役又は上席執行役員のいずれの地位をも
喪失した日の翌日から10日（10日目が休日
に当たる場合には翌営業日）を経過する日
までの間に限り、新株予約権を一括しての
み行使できるものとする。
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2014年３月新株予約権
（株式報酬型ストック・オプション）

（平成26年３月11日発行）

新株予約権の主な行使条件

②新株予約権者が死亡した場合は、新株予
約権者の法定相続人のうち1名（以下「権
利承継者」という。）に限り、新株予約権
を承継することができるものとし、当該被
相続人が死亡した日の翌日から６ヶ月を経
過する日までの間に限り、本新株予約権を
行使することができるものとする。なお、
権利承継者につき相続が開始された場合、
その相続人は新株予約権を相続することは
できない。
③その他の権利行使の条件については、株
主総会及び取締役会決議に基づき、当社と
新株予約権者との間で締結する新株予約権
割当契約に定めるところによるものとす
る。

（注）上記の「1株当たりの資本組入額」は上表に記載の株式の1株当たりの発行価格1
円に0.5を乗じた額（円未満切り上げ）を記載しております。なお、当該発行価格1円と
1株当たりの新株予約権の帳簿価額108円の合計額に0.5を乗じて算出（円未満切り上
げ）した資本組入額は55円となります。

2014年７月新株予約権
（株式報酬型ストック・オプション）

（平成26年７月15日発行）
発行決議日 平成26年６月30日
新株予約権の数 81個

新株予約権の目的となる株式の種類と数 普通株式81,000株
（新株予約権1個につき1,000株）

新株予約権の払込金額 新株予約権と引換えに払い込みは要しな
い。

新株予約権の行使に際して出資される財
産の価額

新株予約権1個当たり　1,000円
（1株当たり1円）

新株予約権の行使に際して株式を発行す
る場合における増加する資本金及び資本
準備金に関する事項

１株当たりの発行価格　１円
１株当たりの資本組入額　１円

（注）

権利行使期間 平成26年７月16日から
平成56年７月15日まで

新株予約権の主な行使条件 2014年３月新株予約権（株式報酬型ストッ
ク・オプション）と同一

（注）上記の「1株当たりの資本組入額」は上表に記載の株式の1株当たりの発行価格1
円に0.5を乗じた額（円未満切り上げ）を記載しております。なお、当該発行価格1円と
1株当たりの新株予約権の帳簿価額89円の合計額に0.5を乗じて算出（円未満切り上げ）
した資本組入額は45円となります。
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2014年12月新株予約権
（行使価額修正条項付新株予約権）

（平成26年12月５日発行）
発行決議日 平成26年11月18日
新株予約権の数 当事業年度末残高　14,742個

新株予約権の目的となる株式の種類と数
当事業年度末現在　普通株式14,742,000
株
（新株予約権1個につき1,000株）

新株予約権の払込金額
新株予約権発行総数23,500個の払込金額
総額　8,671,500円
（新株予約権1 個当たり369円）

新株予約権の行使に際して出資される財
産の価額

1．本新株予約権の行使に際して出資され
る財産の価額又は算定方法
(1）各本新株予約権の行使に際して出資さ
れる財産は金銭とし、その価額は、本新株
予約権の行使に際して出資される当社普通
株式1株当たりの金銭の額（以下「行使価
額」という。）に交付株式数を乗じた額と
する。
(2）行使価額は、当初73円とする。但し、
行使価額は一定の修正又は調整がなされ
る。
2．行使価額の修正
平成26年12月８日以降、行使価額は、本新
株予約権の各行使請求の効力発生日の直前
取引日の東証終値の90％に相当する金額
に修正される。但し、かかる計算によると
修正後の行使価額が下限行使価額を下回る
こととなる場合には、下限行使価額を修正
後の行使価額とする。下限行使価額は50
円とし、一定の調整がなされる。本新株予
約権のいずれかの行使にあたって上記修正
が行われる場合には、当社は、かかる行使
の際に、当該本新株予約権者に対し、修正
後の行使価額を通知する。

新株予約権の行使に際して株式を発行す
る場合における増加する資本金及び資本
準備金に関する事項

本新株予約権の行使により株式を発行する
場合の増加する資本金の額は、会社計算規
則第17条の定めるところに従って算定さ
れた資本金等増加限度額に0.5を乗じた金
額とし、計算の結果１円未満の端数を生じ
る場合はその端数を切り上げた額とする。
増加する資本準備金の額は、資本金等増加
限度額より増加する資本金の額を減じた額
とする。

権利行使期間 平成26年12月８日から
平成28年12月７日まで

新株予約権の主な行使条件 各本新株予約権の一部行使はできない。
（注）本新株予約権には譲渡制限は付されていないが、割当予定先との間で締結した第三者割

当契約において、割当予定先の親会社、子会社又は関連会社以外の者に対して本新株予
約権を譲渡する際には当社取締役会の承認が必要である旨が定められている。
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②　当事業年度末日における当社役員の保有状況
名称 個数 保有者

取締役
（社外取締役を除く）

２０１４年３月新株
予約権（株式報酬型
ストック・オプショ
ン）

179個 3名

２０１４年７月新株
予約権（株式報酬型
ストック・オプショ
ン）

81個 3名

社外取締役 同上 ― ―

監査役 同上 ― ―

③　当事業年度中に使用人等に交付した新株予約権等の状況
　該当事項はありません。

④　その他新株予約権等の状況
　2014年12月新株予約権（行使価額修正条項付新株予約権）は、平成27
年4月末までに新株予約権総数の61.8％が行使され、合計で1,006百万円を
調達しております。
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⑶　会社役員の状況
①　取締役及び監査役の状況（平成27年３月31日現在）
地 位 氏 名 担 当

代 表 取 締 役 細 窪 　 政 経 営 全 般 、 投 資 グ ル ー プ 担 当

常 務 取 締 役 下 村 哲 朗 管 理 グ ル ー プ 担 当
企 画 グ ル ー プ 担 当

取 締 役 永 島 一 広 投 資 グ ル ー プ 副 担 当
（ E S C O 事 業 ）

常 勤 監 査 役 金 屋  憲 二 郎
監 査 役 工 藤 　 研 東京グリーン法律事務所 弁護士
監 査 役 安 川 　 均

（注）１．監査役の工藤研、安川均の両氏は社外監査役であります。
２．当該事業年度の期中における会社役員の重要な兼職状況は、次のとおり

となっておりますが、いずれも当事業年度末現在において兼職状況は解
消されております。

取 締 役 永 島 一 広

日亜投資諮詢（上海）有限公司（JAPAN 
ASIA INVESTMENT (CHINA) 
CO.,LTD.）  董事長
蘇州日亜創業投資管理有限公司　董事
長
瀋陽日亜創業投資管理有限公司　董事
長

３．当社は、監査役の工藤研、安川均の両氏を東京証券取引所の定めに基づ
く独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

４．社外取締役を置くことが相当でない理由
　　当社は、当事業年度中において、当社における適切なコーポレートガバ

ナンスの体制や社外取締役の候補者について検討を続けてまいりました。
　　その中で「会社法の一部を改正する法律」（平成２６年法律第９０号）

の平成２７年５月１日施行により新設された監査等委員会設置会社に移
行することが、当社にとって最適な体制であるとの結論に至りました。

　　そのため、当事業年度末時点では当社は社外取締役を置いておりません
が、平成27年6月に開催する定時株主総会において、監査等委員会設置
会社への移行とともに、社外取締役２名の選任議案を付議いたします。

　　監査等委員会設置会社への移行が承認された場合には、取締役５名のう
ち２名が社外取締役となります。

②　事業年度中に退任した取締役
  該当事項はありません。
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③　取締役及び監査役の報酬等の総額

区分 報酬等の総額
報酬等の種類別の総額

支給人員

基本報酬
株式報酬型ス
トックオプシ

ョン
取 締 役
（う　ち　社　外
取 　 締 　 役 ）

71百万円
　(－円)

51百万円
　(－円)

19百万円
　(－円)

３名
(０名)

監 査 役
（う　ち　社　外
監 　 査 　 役 ）

19百万円
(9百万円)

19百万円
(9百万円) ― ３名

(２名)

合計 90百万円 70百万円 19百万円 ６名
(注) １．取締役の報酬限度額は、平成23年６月24日開催の第30期定時株主総会に

おいて年額300百万円以内と決議いただいております。
　　 ２．監査役の報酬限度額は、平成23年６月24日開催の第30期定時株主総会に

おいて年額36百万円以内と決議いただいております。
④　社外役員に関する事項

イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
工藤氏は弁護士であり東京グリーン法律事務所に所属しております。

東京グリーン法律事務所と当社との間には契約関係はありません。
ロ．当事業年度における主な活動状況

活 動 状 況

監査役 工 藤 　 研

当事業年度に開催された取締役会18回のうち15回に出席
し、監査役会13回のうち10回に出席いたしました。また、上
記の他取締役会の書面決議を２回行っております。主に弁護
士としての専門的見地から、適宜発言を行っております。

監査役 安 川 　 均

当事業年度に開催された取締役会18回のうち17回に出席
し、監査役会13回のうち13回に出席いたしました。また、上
記の他取締役会の書面決議を２回行っております。当社とは
異なる事業分野での企業経営の経験から適宜発言を行ってお
ります。

　　　ハ．責任限定契約の内容の概要
　　　　　　当社と各社外監査役は会社法第427条第１項の規定に基づき、同法

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　　　　　　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、各社外監査役ともに、法

令が規定する額としております。
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⑷　会計監査人の状況
①　名称　　　　　　　　　　新日本有限責任監査法人

②　報酬等の額
支 払 額

1.当社の当事業年度に係る会計監査人の報酬等
の額 33百万円
2.当社及び当社の子会社が会計監査人に支払う
べき金銭その他の財産上の利益の合計額（上記
1.を含む。）

52百万円

(注)　１.当社と会計監査人との間の監査契約において、「会社法」に基づく監査と
「金融商品取引法」に基づく監査の額を区分しておりませんので、上記1.
の金額には「金融商品取引法」に基づく監査の報酬等を含めております。

２.当社の重要な子会社のうち、JAIC ASIA HOLDINGS PTE. LTD.、JAIC 
INTERNATIONAL(HONG KONG) CO.,LTD.、日亜投資諮詢（上海）
有限公司（JAPAN ASIA INVESTMENT(CHINA)CO.,LTD.）、蘇州
日亜創業投資管理有限公司、瀋陽日亜創業投資管理有限公司、及び日亜
（天津）創業投資管理有限公司は、当社の会計監査人以外の公認会計士又
は監査法人（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有する者を含
む。）の監査（会社法又は金融商品取引法（これらの法律に相当する外国
の法令を含む。）の規定によるものに限る。）を受けております。

③　非監査業務の内容
　当社は、新日本有限責任監査法人に対して、連結決算アドバイザリー業務、
及び、新株予約権の発行に関する合意された手続についての対価を支払って
おります。

④　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ
ると判断した場合は、監査役会の同意を得たうえで、又は、監査役会の請求
に基づいて、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の会議の目的とするこ
とといたします。
　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当
すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査
人を解任します。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招
集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報
告いたします。
　なお、上記には事業年度中における方針を記載しております。
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⑸　業務の適正を確保するための体制
　平成27年3月末現在における取締役の職務の執行が法令及び定款に適合する
ことを確保するための体制その他会社の業務の適正を確保するための体制につ
いての決定内容の概要は以下のとおりであります。

①　基本方針策定に関する考え方
イ．当社は、以下を経営理念としている。

a)日本を含むアジアを主たる舞台に、プライベートエクイティファンドの
運営を通じて、投資先企業の成長発展を強力に支援し、成功の果実を企
業やファンド投資家と分かち合う。

b)日本企業のアジア事業支援やアジア企業の日本事業支援など、日本とア
ジア諸国との間の経済連携拡大に貢献することにより、企業や投資家は
もとよりすべてのステークホルダーから信頼される投資会社となる。
　当社は、この経営理念の下、業務の適正を確保するため、内部統制シ
ステム構築の基本方針を定める。

ロ．当社の内部統制システムは、中期経営計画などの事業全体の戦略策定に
適用され、業務の有効性・効率性、財務諸表やその他の適時開示情報の
信頼性・関連法規や企業倫理の遵守といった経営目的の達成を保証する
枠組みとなるものである。

②　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制

イ．取締役は、当社及び当社子会社における企業倫理の確立、並びに取締役
及び使用人による法令、定款及び社内規程の遵守の確保を目的として制
定した「私たちの行動規範」を率先垂範するとともに、その遵守の重要
性につき繰り返し情報発信する事により、周知徹底を図る。

ロ．管理グループ管掌役員をコンプライアンス担当役員とする。コンプライ
アンス担当役員は、取締役及び使用人の法令遵守意識の定着と運用の徹
底を図るため、コンプライアンス・マニュアルを制定し、説明会や個別
相談など必要な諸活動を推進し、管理する。

ハ．各組織単位及び各業務単位の責任者は、日々の業務を遂行する際、その
行動基準を遵守し、法令遵守体制の整備及び推進に努める。

ニ．内部監査室は、各組織単位及び各業務単位の法令及び定款の遵守体制の
有効性について監査を行い、被監査部署からその改善状況の報告を義務
付けることで、実効性を高める。

③　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ．当社は取締役会を設置する。取締役会は、原則月１回の定例のほか必要

に応じて臨時に開催し、経営方針及び重要な業務執行の意思決定と代表
取締役の業務執行の監督を行う。

ロ．取締役会に加え、経営会議を原則月2回以上、投資委員会及びポートフ
ォリオ委員会を原則週１回開催する。経営会議は、取締役会付議事項に
係る意思決定の迅速化を図るための機関であり、取締役及び執行役員に
よって構成する。投資委員会及びポートフォリオ委員会は、営業上の投
融資に関する事項を決裁する機関であり、経営会議においてその決裁方
法や構成員等会議の運営ルールを決定の上、当該ルールに則り各事務局
によって運営する。
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ハ．取締役が経営及び業務運営の全般について関与し、行動できるよう、業
務遂行責任及び収益責任を持つ組織単位としてグループ、室を設け、ま
た、グループ内に一定の業務単位を設置する。取締役はそれぞれ組織又
は業務を管掌する。組織を管掌する取締役は、各業務単位の責任者（以
下、｢責任者等｣）に一定の権限を委譲し、責任者等の業務執行状況を監
督し、経営的な観点から助言・指導を行う。また、責任者等は、自身の
業務を補佐するよう、必要に応じて各種下級職位を設置し、各業務単位
の運営における課題解決や各業務単位の戦略立案とその執行を担当させ
る。

ニ．取締役がファンド管掌業務を円滑に遂行する為、経営会議にてファンド
毎にファンドマネージャーを選任する。ファンドマネージャーは、投資
組入について決裁会議の構成員として決裁権を持ち、また投資回収等に
ついてファンドの観点から確認する事で、ファンドパフォーマンス及び
出資者への説明責任を負う。

④　取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
イ．取締役会には、取締役会事務局を設置する。
ロ．取締役会事務局は、議長の命を受けて取締役会の開催、議事録の作成・

保管その他取締役会に関する事務に当たる。各取締役が報告した業務執
行状況資料及び取締役会議事録については、取締役及び監査役が常時閲
覧できるようにし、取締役会議事録は10年間保管する。また、その他の
全社的な文書保管の体制については文書管理規程に定める。

⑤　損失の危機の管理に関する規程その他の体制
イ．組織単位及び各業務単位には、業務執行においてリスク事象の認識を含

む重要事項につき各管掌役員又は責任者等への報告及び決裁機関への付
議・報告等を義務付ける。また、業務執行の過程においては、各管掌役
員、各責任者等、及び各業務の管理を担当する組織単位及び各業務単位
が統制活動を行う。

ロ．情報管理を適切に行うため、インサイダー取引管理規程及び情報セキュ
リティ管理規程を制定し、各責任者等をインサイダー情報管理責任者及
び情報管理責任者とし、業務等に関する重要事実等の情報の管理を義務
付ける。

ハ．経営危機管理を体系的に規定する、経営危機管理規程を制定する。

⑥　当社並びに当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するた
めの体制

イ．子会社については、関係会社管理規程を制定し、これに基づき管理する。
ロ．極めて重要性の乏しい子会社を除き、最低１名当社の取締役あるいは幹

部職員が各子会社の役員に就任し、当該子会社の業務の適正を確保する
ように監督をする。

ハ．子会社の役員には、行動基準を定め、これを遵守させる。
ニ．子会社には、適宜予算の達成及び財務の状況等並びに業務報告をさせる。
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⑦　監査役の職務を補助すべき使用人を置くことに関する体制と当該使用人の
取締役からの独立性に関する事項

イ．監査役からその職務を補助すべき使用人を置くことを求められた場合、
内部監査室に所属する使用人の中から適切なスタッフを配置する。

ロ．上記スタッフの人事に関しては、業務執行者からの独立性を確保すべき
ことに留意して、必要に応じて監査役が取締役と意見交換を行う。

⑧　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告
に関する体制

イ．取締役及び使用人は、あらかじめ定められた監査役会に対する報告事項
について、各監査役の要請に応じて必要な報告及び情報提供を行う。

ロ．監査役は、取締役会その他重要な会議に出席するほか、取締役等から業
務の報告を聴取し、必要に応じて子会社の調査を行い、取締役の職務執
行に関しての適法性、妥当性の監査を行う。

⑨　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ．監査役は、より効率的な監査を実施できるよう、内部監査及び会計監査

のスケジュールや方法及び結果について情報共有を図る。内部監査室と
は定例会合を持ち、会計監査人からの報告を受け、意見交換を行う。ま
た、必要に応じて会計監査人の往査・監査講評に立ち会う。

ロ．監査役は、代表取締役社長と定例会合を持つ。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成27年３月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

営業投資有価証券

投資損失引当金

営 業 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建物及び構築物

車両運搬具及び
工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

破産更生債権等

そ の 他

貸 倒 引 当 金

27,332

11,610

19,982

△4,995

207

543

△16

3,342

600

27

10

24

537

10

2,731

2,382

244

203

△99

流 動 負 債 3,215
短 期 借 入 金 2,448
リ ー ス 債 務 29
未 払 費 用 351
未 払 法 人 税 等 38
未 払 消 費 税 等 4
繰 延 税 金 負 債 129
賞 与 引 当 金 5
そ の 他 207

固 定 負 債 19,412
長 期 借 入 金 18,755
リ ー ス 債 務 538
繰 延 税 金 負 債 23
退職給付に係る負債 89
そ の 他 5

負 債 合 計 22,627
（ 純 資 産 の 部 ）
株 主 資 本 1,221

資 本 金 4,299
資 本 剰 余 金 2,415
利 益 剰 余 金 △5,083
自 己 株 式 △410

その他の包括利益累計額 1,736
その他有価証券評価差額金 572
為替換算調整勘定 1,163

新 株 予 約 権 34
少 数 株 主 持 分 5,054
純 資 産 合 計 8,047

資 産 合 計 30,674 負 債 純 資 産 合 計 30,674
（注）　記載金額は百万円未満を切り捨てております。
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連 結 損 益 計 算 書
(平成26年 4 月 1 日から

平成27年 3 月31日まで)
（単位：百万円）

科　　目 金　　　 額
営 業 収 益 6,935
営 業 原 価 5,034

営 業 総 利 益 1,901
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,368

営 業 利 益 533
営 業 外 収 益

受 取 利 息 15
受 取 配 当 金 334
雑 収 入 25 374

営 業 外 費 用
支 払 利 息 442
支 払 手 数 料 0
投 資 事 業 組 合 運 用 損 3
為 替 差 損 58
雑 損 失 13 518

経 常 利 益 389
特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 償 還 益 21
そ の 他 1 23

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 0
投 資 有 価 証 券 評 価 損 213
関 係 会 社 株 式 売 却 損 0
そ の 他 19 233

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 178
法人税、住民税及び事業税 30 30
少数株主損益調整前当期純利益 148
少 数 株 主 利 益 880
当 期 純 損 失 731

（注）　記載金額は百万円未満を切り捨てております。
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連結株主資本等変動計算書
(平成26年 4 月 1 日から

平成27年 3 月31日まで)
（単位：百万円）

株 主 資 本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

平 成 2 6 年 4 月 1 日 　 残 高 4,000 2,115 △4,351 △410 1,353

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

新株の発行（新株予約権の行使） 299 299 - - 599

当 期 純 損 失 - - △731 - △731

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 連 結
会 計 年 度 中 の 変 動 額 ( 純 額 ) - - - - -

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 合 計 299 299 △731 - △132

平 成 2 7 年 3 月 3 1 日 　 残 高 4,299 2,415 △5,083 △410 1,221

その他の包括利益累計額
少数株主
持　　分 純資産合計その他有価証

券評価差額金
為替換算
調整勘定

その他の包括
利益累計額合計

新　株
予約権

平 成 2 6 年 4 月 1 日 　 残 高 329 374 703 9 5,070 7,137

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

新株の発行（新株予約権の行使） - - - - - 599

当 期 純 損 失 - - - - - △731

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 連 結
会 計 年 度 中 の 変 動 額 ( 純 額 ) 243 788 1,032 25 △15 1,042

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 合 計 243 788 1,032 25 △15 910

平 成 2 7 年 3 月 3 1 日 　 残 高 572 1,163 1,736 34 5,054 8,047

（注）　記載金額は百万円未満を切り捨てております。
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貸　借　対　照　表
（平成27年３月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資  産  の  部） （負  債  の  部）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
営 業 投 資 有 価 証 券
投資損失引当金
営 業 貸 付 金
前 払 費 用
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
工 具、器 具 及 び 備 品
土 地

無 形 固 定 資 産
そ の 他

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
破産更生債権等
長 期 前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

19,345
7,539

15,217
△3,852

206
67
54

130
△17

4,610
49
20
4

24
5
5

4,555
1,923
2,321

219
133
31

△74

流 動 負 債 3,386
関係会社短期借入金 363
1 年 内 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金 2,448
未 払 費 用 145
未 払 法 人 税 等 23
前 受 金 28
前 受 収 益 29
賞 与 引 当 金 4
繰 延 税 金 負 債 129
そ の 他 214

固 定 負 債 17,858
長 期 借 入 金 17,745
退職給付引当金 89
繰 延 税 金 負 債 23

負 債 合 計 21,245
（純 資 産 の 部）
株 主 資 本 1,124

資 本 金 4,299
資 本 剰 余 金 2,415

資 本 準 備 金 299
その他資本剰余金 2,115

利 益 剰 余 金 △5,180
その他利益剰余金 △5,180

繰越利益剰余金 △5,180
自 己 株 式 △410

評価・換算差額等 1,551
その他有価証券評価差額金 1,551

新 株 予 約 権 34
純 資 産 合 計 2,711

資 産 合 計 23,956 負 債 純 資 産 合 計 23,956
（注）　記載金額は百万円未満を切り捨てております。
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損　益　計　算　書
(平成26年 4 月 1 日から

平成27年 3 月31日まで)
（単位：百万円）

科 目 金 額
営 業 収 益 3,955
営 業 原 価 3,453

営 業 総 利 益 502
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,077

営 業 損 失 575
営 業 外 収 益

受 取 利 息 9
受 取 配 当 金 335
雑 収 入 17 363

営 業 外 費 用
支 払 利 息 399
支 払 手 数 料 0
投 資 事 業 組 合 運 用 損 3
為 替 差 損 82
雑 損 失 12 498

経 常 損 失 710
特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 償 還 益 21
関 係 会 社 清 算 益 14 35

特 別 損 失
投 資 有 価 証 券 評 価 損 213
そ の 他 0 213

税 引 前 当 期 純 損 失 888
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 3 3
当 期 純 損 失 892

（注）　記載金額は百万円未満を切り捨てております。
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株主資本等変動計算書
(平成26年 4 月 1 日から

平成27年 3 月31日まで)
（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合 計資本準備金 その他

資本剰余金
資本剰余金

合計

その他利
益剰余金 利益剰余金

合　　　計繰越利益
剰余金

平成26年4月1日　残高 4,000 - 2,115 2,115 △4,287 △4,287 △410 1,417

事 業 年 度 中 の 変 動 額
新 株 の 発 行
（新株予約権の行使） 299 299 - 299 - - - 599

当 期 純 損 失 - - - - △892 △892 - △892

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事 業 年 度 中 の 変 動 額(純 額) - - - - - - - -

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 299 299 - 299 △892 △892 - △292

平成27年3月31日　残高 4,299 299 2,115 2,415 △5,180 △5,180 △410 1,124

評価・換算差額等
新 株 予 約 権 純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平成26年4月1日　残高 829 829 9 2,256

事 業 年 度 中 の 変 動 額
新 株 の 発 行
（新株予約権の行使） - - - 599

当 期 純 損 失 - - - △892

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事 業 年 度 中 の 変 動 額(純 額) 722 722 25 747

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 722 722 25 454

平成27年3月31日　残高 1,551 1,551 34 2,711

（注）　記載金額は百万円未満を切り捨てております。
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連結計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成27年５月22日
日本アジア投資株式会社

取締役会　御中
新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 海 野 隆 善  ㊞

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 吉 田 亮 一  ㊞

　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、日本アジア投資株式会社の平成２
６年４月１日から平成２７年３月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結
貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行っ
た。
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連
結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表
示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備
及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類
に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な
虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ
き監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実
施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な
虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性に
ついて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況
に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部
統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含ま
れる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、日本アジア投資株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計
算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの
と認める。
強調事項
　重要な後発事象に記載されているとおり、2014年12月新株予約権（行使価額修正条項付）の
一部について権利行使があった。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものでない。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成27年５月22日
日本アジア投資株式会社

取締役会　御中
新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 海 野 隆 善  ㊞

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 吉 田 亮 一  ㊞

　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、日本アジア投資株式会社の
平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの第３４期事業年度の計算書類、すなわ
ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書に
ついて監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬によ
る重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及び
その附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公
正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書
類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、
監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手する
ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書
類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査
の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその
附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採
用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし
ての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び
損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
強調事項
　重要な後発事象に記載されているとおり、2014年12月新株予約権（行使価額修正条項付）の
一部について権利行使があった。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

　以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査役会は、平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第34期事業
年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ
き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施
状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、
職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を
図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他
重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について
報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及
び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。
　また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適
合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するた
めに必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体
制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている
体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び
運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を
表明しました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通
及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書につ
いて検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施して
いるかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から
「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則
第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10
月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応
じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類
（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びそ
の附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結
株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を
正しく示しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反
する重大な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま
す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取
締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当である
と認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果
　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当である
と認めます。

平成27年５月22日
日本アジア投資株式会社　監査役会

常 勤 監 査 役 金 　 屋 　 憲 二 郎 ㊞

社 外 監 査 役 工 藤 　 研 ㊞

社 外 監 査 役 安 川 　 均 ㊞

以　上
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株主総会参考書類
第１号議案　株式併合の件
１．提案の理由
　全国証券取引所は、「売買単位の集約に向けた行動計画」を発表し、すべての国
内上場会社の普通株式の単元株式数（売買単位）を100株に統一することを目指し
た取り組みを進めています。当社は、東京証券取引所に上場する企業としてこの趣
旨を尊重し、平成27年10月１日付で当社株式の単元株式数（売買単位）を変更
（1,000株から100株に変更）することを、本第１号議案が承認可決されることを条
件として、平成27年５月22日の当社取締役会で決議致しました。
　単元株式数（売買単位）の変更後においても、当社株式の投資単位（１売買単位
当たりの価格）を証券取引所が望ましいとしている水準（５万円以上50万円未満）
に合わせるとともに、発行済株式総数の適正化を図ることを目的として、株式併合
（10株を１株に併合）を実施するものであります。

２．株式併合の内容
(1)併合する株式の種類及び割合

当社普通株式について、10株を１株に併合いたしたいと存じます。なお、株式
併合の結果、1株に満たない端数が生じた場合には、会社法の定めに基づき、一
括して処分し、その代金を端数の生じた株主様に対して、端数の割合に応じて分
配いたします。

(2)株式併合の効力発生日
　平成27年10月1日（木）
(3)発行可能株式総数
　株式併合の効力発生日における発行可能株式総数は、37,536,200株とします。
(4)定款の変更

本第１号議案が承認可決された場合、定款は株式併合の効力発生日をもって次の
とおり変更されます。
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（下線は変更部分を示します。）
現 行 定 款 変 更 後 定 款

(発行可能株式総数)
第６条　本会社の発行可能株式総数
は、375,362,000株とする。
(単元株式数)
第８条  本会社の単元株式数は、
1,000株とする。

(発行可能株式総数)
第６条　本会社の発行可能株式総数
は、37,536,200株とする。
(単元株式数)
第８条  本会社の単元株式数は、100
株とする。

(5) その他
　その他手続き上の必要事項につきましては取締役会にご一任願いたいと存じます。
(注)株式併合の影響
　　株式併合により、発行済株式総数が10分の1に減少することとなりますが、純

資産等は変動しませんので、1株当たりの純資産額が10倍となり、株式市況の
変動など他の要因を除けば、株主様がお持ちの当社株式の資産価値に変動はあ
りません。

第２号議案　定款一部変更の件
１．提案の理由
(1) 「会社法の一部を改正する法律」（平成２６年法律第９０号）が平成２７年５

月１日に施行され、新たな機関設計として監査等委員会設置会社制度が創設さ
れました。当社は、取締役会の監督機能の強化によるコーポレート・ガバナン
スの一層の充実という観点から監査等委員会設置会社へと移行いたしたく、当
該移行のために、当社定款につきまして所要の変更を行うものであります。

(2) 会社法では、法令に定める要件に該当する場合には、役員の責任免除が認めら
れています。また、改正会社法により、会社法第４２７条に定める責任限定契
約の対象が非業務執行取締役等に拡大されました。取締役がその期待される役
割を十分に発揮できるようにするために、これらの適用を受けるべく、定款の
一部を変更するものであります。
　なお、責任免除及び責任限定契約に係る定款の変更につきましては、各監査
役の同意を得ております。

(3) 上記条文の新設に伴い、条数を変更するものであります。
(4) なお、本定款変更は、本総会終結の時に効力が発生するものと致します。
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２．変更の内容
　変更の内容は次のとおりであります。

（下線は変更部分を示します。）
現行定款（注） 変 更 案

第1条～第3条　（条文省略）
(機 関)
第４条　本会社は、株主総会および取
締役のほか、次の機関を置く。
(1) 取締役会
(2) 監査役
(3) 監査役会
(4) 会計監査人

第1条～第3条　（現行どおり）
(機 関)
第４条　本会社は、株主総会および取
締役のほか、次の機関を置く。
(1) 取締役会
(2) 監査等委員会

（削除）
(3) 会計監査人

第５条～第18条　（条文省略） 第５条～第18条　（現行どおり）
第４章 取締役および取締役会

(定 員)
第19条  本会社の取締役は、10名以内
とする。

（新設）

(選 任)
第20条  取締役は、株主総会の決議に
よって選任する。

2.（条文省略）
3.（条文省略）
(任 期)
第21条  取締役の任期は、選任後２年
以内に終了する事業年度のうち最終
のものに関する定時株主総会の終結
の時までとする。

第４章 取締役および取締役会ならび
に監査等委員会
(定 員)
第19条  本会社の取締役（監査等委員
であるものを除く。）は、7名以内と
する。
2. 本会社の監査等委員である取締役
（以下、「監査等委員」という。）は
5名以内 とする。
(選 任)
第20条  取締役は、監査等委員とそれ
以外の取締役とを区別して、株主総会
の決議によって選任する。
2.（現行どおり）
3.（現行どおり）
(任 期)
第21条  取締役（監査等委員であるも
のを除く。）の任期は、選任後１年以
内に終了する事業年度のうち最終の
ものに関する定時株主総会の終結の
時までとする。

（注）現行定款のうち第6条及び第8条は、第1号議案が承認可決された場合には、
株式併合の効力発生日である平成27年10月１日をもって、第1号議案２.株式
併合の内容(4)定款の変更部分に記載した「変更後定款」のようになります。
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現 行 定 款 変 更 案
（新設）

（新設）

(招集通知)
第24条
取締役会招集の通知は、各取締役およ
び各監査役に対して、会日の３日前ま
でに発するものとする。ただし、緊急
の必要があるときは、この期間を短縮
することができる。
（新設）

（新設）

2. 前項の規定に関わらず、監査等委
員の任期は、選任後２年以内に終了す
る事業年度のうち最終のものに関す
る定時株主総会の終結の時までとす
る。
3. 任期の満了前に退任した監査等委
員の補欠として選任された監査等委
員の任期は、退任した監査等委員の任
期の満了する時までとする。
(招集通知)
第24条
1.取締役会招集の通知は、各取締役に
対して、会日の３日前までに発するも
のとする。ただし、緊急の必要がある
ときは、この期間を短縮することがで
きる。
2. 取締役全員の同意があるときは、
招集の手続きを経ないで取締役会を
開催することができる。
(監査等委員会の招集通知)
第25条  監査等委員会の招集通知
は、会日の３日前までに各監査等委員
に対して発する。ただし、緊急の必要
があるときは、この期間を短縮するこ
とができる。
2. 監査等委員全員の同意があるとき
は、招集の手続きを経ないで監査等委
員会を開催することができる。
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現 行 定 款 変 更 案
（取締役会の決議の省略）
第25条
　本会社は、取締役（当該決議事項に
ついて議決に加わることができるも
のに限る。）の全員が取締役会の決議
事項について書面または電磁的記録
により同意の意思表示をしたとき
は、当該決議事項を可決する旨の取締
役会の決議があったものとみなす。
ただし、監査役が異議を述べたときは
この限りでない。

（取締役会の決議の省略）
第26条
　本会社は、取締役（当該決議事項に
ついて議決に加わることができるも
のに限る。）の全員が取締役会の決議
事項について書面または電磁的記録
により同意の意思表示をしたとき
は、当該決議事項を可決する旨の取締
役会の決議があったものとみなす。

（新設） (業務執行の決定の取締役への委任)
第27条  本会社は、会社法第399条の
13第6項の規定により、取締役会の決
議によって重要な業務執行（同条第5
項各号に掲げる事項を除く。）の決定
を取締役に委任することができる。

第26条　（条文省略） 第28条　（現行どおり）
（新設） (監査等委員会規則)

第29条  監査等委員会に関する事項
は、法令または本定款のほか、監査等
委員会において定める監査等委員会
規則による。

（社外取締役との責任限定契約）
第27条　（新設）

（取締役の責任免除）
第30条　本会社は、取締役（取締役
であった者を含む。）の会社法第423
条第１項の賠償責任について、法令に
定める要件に該当する場合には、取締
役会の決議によって法令に定める限
度において免除することができる。

本会社は、会社法第427条第１項の規
定により、社外取締役との間に、同法
第423条第１項の損害賠償責任を法
令が規定する限度額まで限定する契
約を締結することができる。

2. 本会社は会社法第427条第１項の
規定により、取締役（業務執行取締役
等であるものを除く。）との間に、同
法第423条第１項の損害賠償責任を
法令が規定する限度額まで限定する
契約を締結することができる。
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現 行 定 款 変 更 案
第 ５ 章 監査役および監査役会
第28条～第34条　（条文省略）
第 ６ 章 会計監査人
第35条～第36条　（条文省略）
第 ７ 章 計算
第37条～第40条　（条文省略）
（新設）

（削除）

第 ５ 章 会計監査人
第31条～第32条　（現行どおり）
第 ６ 章 計算
第33条～第36条　（現行どおり）
附則　第34期定時株主総会終結前の
社外監査役（社外監査役であった者を
含む。）の行為に関する会社法第423
条第１項の賠償責任を限定する契約
については、なお同定時株主総会の決
議による変更前の定款第34条の定め
るところによる。
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第３号議案　取締役（監査等委員であるものを除く。）２名選任の件
　当社は第２号議案「定款一部変更の件」の承認可決を条件として、監査等委員会
設置会社へ移行いたします。つきましては、取締役全員（３名）は、本総会の終結
の時をもって任期満了となりますので、取締役（監査等委員であるものを除く。以
下、本議案において同じ。）２名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
候
補
者
番
号

ふ り が な
氏　　　　名

（ 生 年 月 日 ）
略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する
当 社 の
株 式 数

１
ほ そ

細
く ぼ

窪
 

 
おさむ

政
(昭和36年２月３日生)

昭和58年４月 日本信託銀行㈱（現三菱
UFJ信託銀行㈱）入社

43,000株

平成元年７月 当社入社
平成３年３月 同　マニラ駐在員事務所

長
平成10年４月 同　シンガポール駐在員

事務所長
平成13年４月 同　名古屋支店長
平成17年４月 同　執行役員
平成19年６月 同　取締役営業企画業務

管掌兼海外業務副管掌
平成20年６月 同　取締役コーポレート

オフィスグループ管掌
平成21年６月 同　取締役コーポレート

オフィス/グローバル投資
グループ管掌

平成21年７月 日亜投資諮詢（上海）有限
公司（JAPAN ASIA 
INVESTMENT 
(CHINA) CO., LTD.）董
事長

平成23年２月 当社　取締役中国総支配
人

平成24年２月 同　取締役投資統括部管
掌

平成24年６月 同　代表取締役投資統括
部管掌

平成25年４月 同　代表取締役投資グル
ープ担当

平成27年４月 同　代表取締役投資グルー
プ/投資企画グループ担当
（現在に至る）
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候
補
者
番
号

ふ り が な
氏　　　　名

（ 生 年 月 日 ）
略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する
当 社 の
株 式 数

２
し も

下
む ら

村
 

　
て つ

哲
ろ う

朗
(昭和30年５月26日生)

昭和53年４月 ㈱東京銀行（現㈱三菱東京
UFJ銀行）入行

9,000株

平成16年４月 同行　横浜駅前支社長
平成18年１月 同行　アジア本部中国部

長
平成20年２月 当社入社
平成20年７月 同　執行役員　海外業務

中華圏担当兼財務担当
平成21年４月 同　執行役員財務グルー

プ担当
平成21年６月 同　取締役財務/ポートフ

ォリオ管理/ＲＭ(リレー
ションマネジメント)グル
ープ管掌

平成23年10月 同　常務取締役経営管理
本部長

平成24年２月 同　常務取締役経営管理
部、人事部管掌

平成24年６月 同　常務取締役経営企画
管理部・人事部管掌、投資
統括部副管掌

平成25年４月 同　常務取締役管理グル
ープ/企画グループ担当

平成27年４月 同　常務取締役管理グル
ープ/新エネルギー投資グ
ループ担当（現在に至る）

（注）各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
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第４号議案　監査等委員である取締役３名選任の件
　当社は第２号議案「定款一部変更の件」の承認可決を条件として、監査等委員会
設置会社へ移行いたします。つきましては、監査等委員である取締役３名の選任を
お願いいたしたいと存じます。なお、本議案に関しましてはあらかじめ監査役会の
同意を得ております。
　監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります
候
補
者
番
号

ふ り が な
氏　　　　名

（ 生 年 月 日 ）
略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する
当 社 の
株 式 数

１
お お

大
も り

森
 

 
か ず

和
の り

徳
(昭和29年２月12日生)

昭和51年４月 ㈱三和銀行（現㈱三菱東京
UFJ銀行）入行

－株

平成14年５月 ㈱UFJ銀行（現　㈱三菱東
京UFJ銀行）上海支店長

平成16年２月 中国浙江省杭州市　経済
技術開発区　経済顧問

平成16年３月 中国江蘇省蘇州市　蘇州
工業園区　高級顧問

平成17年10月 日本興亜損害保険㈱（現　
損害保険ジャパン日本興
亜㈱）本店営業第1部　金
融担当部長

平成20年10月 ㈱学生情報センター　執
行役員

平成21年12月 同　専務執行役員
平成23年６月 ㈱社楽（現 ㈱社楽パート

ナーズ）　取締役副会長
平成25年６月 ㈱社楽パートナーズ 顧

問 副会長（現在に至る）
平成27年４月 当社　顧問（現在に至る）

（重要な兼職の状況）
㈱社楽パートナーズ 顧問 副会長

２
や す

安
か わ

川 　
 

 
ひとし

均
(昭和14年８月29日生)

昭和38年４月 日立化成工業㈱入社

－株

平成７年４月 同社　常務取締役経営企
画室長

平成11年６月 日本電解㈱　代表取締役
社長

平成18年10月 同社　退社
平成19年６月 当社　社外監査役（現在に

至る）
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候
補
者
番
号

ふ り が な
氏　　　　名

（ 生 年 月 日 ）
略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する
当 社 の
株 式 数

３
ぬ

沼
な み

波 　
 

 
ただし

正
(昭和28年５月23日生)

昭和51年４月 日本銀行入行

－株

平成20年６月 同行　国際局長
平成22年２月 政策研究大学院大学　教

授
平成23年６月 公益財団法人　金融情報

システムセンター　常務
理事

平成26年７月 日本興亜損害保険㈱（現　
損害保険ジャパン日本興
亜㈱ ）顧問（現在に至る）

（重要な兼職の状況）
損害保険ジャパン日本興亜㈱　顧問

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．安川均氏及び沼波正氏は、社外取締役候補者であります。
３．安川均氏は、企業経営の経験と高い見識に基づき、当社の業務執行に関

する意思決定において妥当性及び適正性の見地から適切な提言をいただ
くことを期待して社外取締役として選任をお願いするものであります。
なお、同氏は、現在当社の社外監査役であり、社外監査役としての在任
期間は本定時株主総会の終結の時をもって８年となります。
　沼波正氏は、直接企業の経営に関与された経験はありませんが、マク
ロ経済やグローバル経済に関する高度な専門的知識に基づき、当社の業
務執行に関する意思決定において妥当性及び適正性の見地から適切な提
言をいただくことを期待して社外取締役として選任をお願いするもので
あります。

４．安川均氏は、当社定款に基づき、当社との間で法令に定める額を限度と
して賠償責任を限定する責任限定契約を締結しております。また、当社
は、各候補者が監査等委員である取締役に就任した場合、各候補者との
間で会社法第427条第1項に基づく責任限定契約を締結する予定です。
当該契約に基づく監査等委員である取締役の責任の限度額は、会社法第
425条第1項に定める最低責任限度額となります。

５．当社は、安川均氏及び沼波正氏を独立役員として、東京証券取引所に届
け出ております。
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第５号議案　補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
　当社は第２号議案「定款一部変更の件」の承認可決を条件として、監査等委員会
設置会社へ移行いたします。つきましては、監査等委員が法令に定める員数を欠く
ことになる場合に備え、予め補欠の監査等委員である取締役１名の選任をお願いい
たしたいと存じます。なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ておりま
す。
　補欠の監査等委員である取締役の候補者は、次のとおりであります。

ふ り が な
氏　　　　名

（ 生 年 月 日 ）
略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する
当社の株
式 数

く

工
ど う

藤
 

　
け ん

研
(昭和40年4月23日生)

平成 8 年４月 江守・川森・渥美法律事
務所入所

－株

平成12年12月 東京グリーン法律事務所
開設
ジュニアパートナー（現
在に至る）

平成18年４月 当社　社外監査役
（現在に至る）

（注）１．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．東京グリーン法律事務所と当社との間には契約関係はありません。
３．工藤研氏は、監査等委員候補者（社外取締役候補者）であります。
４．工藤研氏を監査等委員候補者（社外取締役候補者）とした理由は、当該

候補者が過去に社外監査役となること以外の方法で会社の経営に関与し
た事実はございませんが、企業法務に精通し、弁護士の立場から法律分
野における豊かな経験と高い見識に基づき、当社の業務執行に関する意
思決定において妥当性及び適法性を確保するための助言・提言を望める
ためであります。

５.  工藤研氏は、当社定款に基づき、当社との間で法令に定める額を限度と
して賠償責任を限定する責任限定契約を締結しております。当社は、工
藤研氏が監査等委員である取締役に就任した場合、同氏との間で会社法
第427条第1項に基づく責任限定契約を締結する予定です。当該契約に
基づく監査等委員である取締役の責任の限度額は、会社法第425条第1項
に定める最低責任限度額となります。
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第６号議案　取締役（監査等委員であるものを除く。）の報酬等の額設定の件、及
び、取締役（監査等委員であるものを除く。）に対する株式報酬型ストック・オプ
ションとしての新株予約権の内容に関する承認の件

１.取締役（監査等委員であるものを除く。）の報酬等の額設定の件
　当社の、現在の取締役の報酬等の額は、①年額報酬300百万円以内、及び、②年
額報酬の範囲内でのストック・オプション（株式報酬型ストック・オプション）と
しての新株予約権に関する報酬、の２種類が定められています。
　今般、当社は、第２号議案「定款一部変更の件」の承認可決を条件として、監査
等委員会設置会社へ移行いたします。つきましては、上記２種類の現在の取締役の
報酬等の額に関する定めを廃止し、取締役（監査等委員であるものを除く。以下、
本議案において同じ。）の報酬等の額を、それぞれ下記のとおり設定したいと存じ
ます。なお、第３号議案が原案どおり承認可決されますと、取締役（監査等委員で
あるものを除く。）は２名となります。
①年額報酬

　経済情勢等諸般の事情も考慮して、年額210百万円以内とさせていただきたく
存じます。なお、取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は
含まないものといたしたいと存じます。

②ストック・オプション（株式報酬型ストック・オプション）としての新株予約権
に関する報酬
　上記の取締役の年額報酬の範囲で、当社の取締役に対する株式報酬型ストッ
ク・オプションとして新株予約権を発行することにつき、ご承認をいただきたい
と存じます。
　現行の制度と同じく、取締役に対する報酬制度に関して当社の業績や株式価値
との連動性を強め、取締役が株価上昇によるメリットを株主の皆様と共有するこ
とで、業績向上と企業価値向上への貢献意欲や士気を高めることを目的として、
株式報酬型ストック・オプションとして新株予約権を発行するものです。
　なお、当社は、平成16年6月24日開催の第23期定時株主総会の終結の時をもっ
て役員退職慰労金制度を廃止しております。当株式報酬型ストック・オプション
は、役員退職慰労金制度に代わる退任時の報酬であります。具体的には、新株予
約権の割当てを受けた取締役に対し払込金額と同額の報酬を付与し、当該報酬債
権と当該新株予約権の払込金額とを相殺することにより新株予約権を取得させる
ものであります。ストック・オプションの報酬額は、新株予約権の割当日におい
て算出した新株予約権１個当たりの公正価額に、割り当てる新株予約権の総数を
乗じて得た額となります。

２．取締役（監査等委員であるものを除く。）に対する株式報酬型ストック・オプ
ションとしての新株予約権の内容に関する承認の件

　今般導入する株式報酬型ストック・オプションとしての新株予約権の具体的な内
容は、下記のとおりです。経済情勢等諸般の事情も考慮して、現在の制度を踏襲し
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たものであり、相当であると判断しております。
（１）新株予約権の総数

　各事業年度に係る定時株主総会の日から1年以内の日に割り当てる新株予
約権の上限個数は126個とする。

（２）新株予約権の目的である株式の種類及び数
　新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権１個
あたりの目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は1,000株
とする。ただし、当社が普通株式につき、株式分割（当社普通株式の無償割
当を含む。）又は株式併合を行う場合は、当該新株予約権に係る付与株式数
は株式分割又は株式併合の比率に応じ比例的に調整し、その他付与株式数を
調整することが適切な場合には、合理的な範囲内で調整することができるも
のとする。

（３）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権の行使に
より発行又は移転される株式１株当たりの金額を１円とし、これに付与株式
数を乗じた金額とする。

（４）新株予約権を行使できる期間
新株予約権の割当日の翌日から30年以内とする。

（５）譲渡による新株予約権の取得の制限
　譲渡による新株予約権の取得については、当社の取締役会の承認を要する
ものとする。

（６）新株予約権の行使の条件
　新株予約権者は、上記（４）の期間内において、当社の取締役（監査等委
員であるものを除く。）の地位を喪失した日の翌日から10日（10日目が休日
に当たる場合には翌営業日）を経過する日までの間に限り、新株予約権を一
括してのみ行使することができるものとする。

（７）その他新株予約権の内容
　新株予約権に関するその他の内容については、新株予約権の募集要項を決
定する取締役会において定めることとする。

第７号議案　監査等委員である取締役の報酬等の額設定の件
　当社は第２号議案「定款一部変更の件」の承認可決を条件として、監査等委員会
設置会社へ移行いたします。つきましては、監査等委員である取締役の報酬等の額
を、監査等委員の職務と責任を考慮して、年額36百万円以内と定めることとさせて
いただきたく存じます。
　第４号議案が原案どおり承認可決されますと、監査等委員である取締役は３名と
なります。

　以　上
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メ　　モ
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株主総会会場ご案内図
〒102-0074　東京都千代田区九段北1-8-10
住友不動産九段ビル３階 ベルサール九段

交通のご案内

「九段下」駅「５番出口」徒歩５分
（東京メトロ半蔵門線・都営地下鉄新宿線）
「九段下」駅「７番出口」徒歩３分（東京メトロ東西線）
※駐車場・駐輪場はございません。公共の交通機関をご利用ください。

(定時株主総会終了後に、同じ会場で会社説明会を行います。
是非ともご参加いただきたくご案内申し上げます。 )


